
※１　令和4年度当初予算における一般会計のうち、各事業の一般財源の割合で配分しています。
※２　令和4年度市税当初予算額2,029億円を令和4年１月１日現在の推計人口977,306人で除した数値です。

市税当初予算と税の使われ方

１ 令和4年度市税当初予算

民 生 費

障害者や高齢者の福祉
サービス、子育て支援、
保育所、生活保護など
の経費

公 債 費

借入金の返済にかか
る経費

総 務 費

庁舎や財産の維持管理、
税金の徴収、戸籍管理、
選挙、統計などの経費

教 育 費

学校教育、生涯学習
の充実などの経費

土 木 費

道路、河川、公園な
ど社会資本整備など
の経費

衛 生 費

健康増進、疾病予防、
環境保全、ごみ処理
などの経費

消 防 費

消防や火災予防など災
害対策のための経費

商 工 費

商工業や観光の振興
などの経費

R3 R4 増減額 増減理由

市税合計 1,900億円 → 2,029億円 129億円

個人市民税 873億円 → 917億円 44億円 景気の持ち直しに伴う給与所得の増加による増

法人市民税 94億円 → 148億円 54億円 景気の持ち直しに伴う企業収益の増加による増

固定資産税 677億円 → 700億円 23億円 家屋の新増築、設備投資の増加による増

個人市民税

917億円

45.2%

法人市民税

148億円

7.3%

固定資産税

700億円

34.5%

都市計画税

131億円

6.4%

その他

133億円

6.6%

令和4年度市税当初予算

【市税合計 2,029億円】

民生費

75,571円

36.4%

教育費

30,311円

14.6%

土木費

24,291円

11.7%

公債費

21,799円

10.5%

衛生費

20,969円

10.1%

総務費

19,723円

9.5%

商工費 7,474円 3.6％

消防費 4,775円 2.3％

その他 2,699円 1.3%

一人当たりの税額 207,612円（※２）

２ 税の使われ方（※１）


